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平成30年度国土交通省関係予算決定概要

平成29年12月22日 国土交通省HP抜粋

第 １　平成３０年度予算のポイント

《平成３０年度国土交通省予算》
１．国費総額
⑴　一般会計� ５ 兆８，０４７億円（１．００倍）
公共事業関係費 � ５ 兆１，８２８億円（１．００倍）
　○一般公共事業費� ５ 兆１，２８４億円（１．００倍）
　○災害復旧等� ５４４億円（１．０２倍）
非公共事業 � ６，２２０億円（１．０１倍）
　○その他施設費� ５３１億円（０．８６倍）
　○行政経費� ５，６８８億円（１．０３倍）

⑵　東日本大震災復興特別会計
� ４，５６４億円（０．８６倍）

２．財政投融資� ３ 兆３，９８１億円（０．９３倍）
　（参考）財投機関債総額� ３ 兆１，６２９億円（１．０７倍） 
※計数は、整理の結果異動することがある。

《平成３０年度予算の基本方針》
（基本的な考え方） 
○　平成３０年度予算においては、東日本大震災や熊
本地震、九州北部豪雨等による「被災地の復旧・
復興」、「国民の安全・安心の確保」、「生産性の向
上と新需要の創出による成長力の強化」及び「豊
かで活力のある地域づくり」の ４分野に重点化し、
施策効果の早期発現を図る。
○　特に、気候変動の影響により激甚化・頻発化す
る災害や切迫する巨大地震等から国民の生命と財
産を守ることは最重要の使命である。このため、
国土強靱化に向けて、防災意識社会への転換を図
りつつ、ハード・ソフトを総動員した防災・減災
対策を推進するとともに、戦略的なインフラ老朽
化対策に取り組む。また、我が国の領土・領海を
守るため、戦略的海上保安体制を構築する。

○　また、「成長と分配の好循環」の拡大に向けて、
生産性革命の推進により、人口減少下でも生産性
向上による持続的な経済成長を実現するととも
に、アベノミクスの成果を十分に実感できていな
い地域の隅々までその効果を波及させる必要があ
る。このため、ストック効果を重視した社会資本
整備の推進、コンパクト・プラス・ネットワーク
の推進、子どもから高齢者まで誰もが豊かに暮ら
せる住生活環境の整備、空き家や空き地等への対
策など魅力・活力のある地域の形成に取り組む。
さらに、訪日外国人旅行者数２０２０年４,０００万人等
の目標達成を目指し、観光先進国の実現に取り組
む。

（ストック効果を重視した社会資本整備）
○　社会資本整備に当たっては、既存施設の活用を
図りつつ、生産性向上をはじめとしたストック効
果が最大限発揮されるよう戦略的な取組を進める
ことにより、我が国の持続的発展を支えていくこ
とが重要である。このため、地域における生産性
を向上させる社会資本整備についても、重点的か
つ計画的に取り組んでいく必要がある。
　このようなストック効果を重視した公共投資に
より経済成長を図り、経済再生と財政健全化の双
方を実現するため、必要な公共事業予算を安定的・
持続的に確保する。

（公共事業の効率的・効果的な実施等）
○　公共事業の効率的・円滑な実施を図るため、改
正品確法の趣旨を踏まえ、適正価格での契約、地
域企業の活用に配慮しつつ適切な規模での発注等
に取り組む。あわせて、中長期的な担い手の確保・
育成等に向けて、国庫債務負担行為による施工時
期の平準化、新技術導入や ICT 等の活用による
i-Construction の推進、適正な工期設定等による
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週休 ２日の実現等の働き方改革に取り組む。 
○　また、限られた財政資源の中での効率的な事業
執行に向け、地域のニーズを踏まえつつ、情報公
開を徹底して、投資効果や必要性の高い事業への
重点化を進めるとともに、地域活性化にも資する
多様な PPP/PFI の推進により民間資金やノウハ
ウを積極的に活用する。

第 2　平成３０年度予算の概要

予算の重点化

 Ⅰ．被災地の復旧・復興 
⑴　東日本大震災からの復興・創生（P. ５ ）
　⒜　住宅再建・復興まちづくりの加速
　⒝　インフラの整備
　⒞　被災地の公共交通に対する支援
　⒟　被災地の観光振興

⑵　熊本地震等の相次ぐ大規模自然災害からの復
旧・復興（P. ６ ）

 Ⅱ．国民の安全・安心の確保 
⑴　「防災意識社会」への転換に向けた防災・減災
対策の推進（P. ７ ）

　⒜　「水
みず

防災意識社会」の再構築に向けた水害対
策の推進

　⒝　総合的な土砂・火山災害対策の推進
　⒞　南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策等の
推進

　⒟　先進技術の活用や情報の高度化等による災害
対応の強化

　⒠　災害時における人流・物流の確保

⑵　インフラ老朽化対策の推進（P.12）
　⒜　インフラ老朽化に対応する戦略的な維持管
理・更新の推進

⑶　生活の安全・安心の確保（P.１３）
　⒜　密集市街地対策の推進、住宅・建築物の耐震
化の促進

　⒝　公共交通における安全・安心の確保
　⒞　踏切や通学路等における交通安全対策の推進

⑷　地域における総合的な防災・減災対策、老朽化
対策等に対する集中的支援（P.１５）
　⒜　地域における総合的な防災・減災対策、老朽
化対策等に対する集中的支援（防災・安全交付
金）

⑸　戦略的海上保安体制の構築等の推進（P.１６）
　⒜　戦略的海上保安体制の構築等の推進

 Ⅲ．生産性の向上と新需要の創出による成長力の 
 　　強化 

⑴　ストック効果を重視した社会資本整備の戦略的
な推進（P.１７）
○「ストック効果最大化戦略」の推進
　⒜　効率的な物流ネットワークの強化
　⒝　都市の国際競争力の強化
　⒞　首都圏空港等の機能強化
　⒟　地方空港・地方航空ネットワークの活性化
　⒠　整備新幹線の着実な整備
　⒡　鉄道ネットワークの充実
　⒢　国際コンテナ戦略港湾等の機能強化
　⒣　地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整
備

　⒤　成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援
（社会資本整備総合交付金）

⑵　観光先進国の実現に向けた取組の推進（P.２４）
　⒜　訪日プロモーションの抜本改革と観光産業の
基幹産業化

　⒝　「楽しい国日本」の実現に向けた観光資源の
開拓・魅力向上

　⒞　世界最高水準の快適な旅行環境の実現
　⒟　社会資本整備と一体となった観光振興

⑶　民間投資やビジネス機会の拡大（P.２７）
　⒜　PPP/PFI の推進
　⒝　不動産市場の活性化に向けた環境整備
　⒞　インフラシステム輸出の戦略的拡大
　⒟　海洋開発等の戦略的な推進、造船・海運の技
術革新の推進（j-Ocean、i-Shipping）

　各事業・施策分野においては、ハード・ソフト
の手段の選択・組合せを適切に行い、その目的・
成果に踏み込んできめ細かく重点化し、限られた
予算で最大限の効果の発現を図る。
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⑷　現場を支える技能人材の確保・育成等に向けた
働き方改革等の推進（P.３１）
　⒜　建設業、運輸業、造船業における人材確保・
育成、物流の生産性向上

　⒝　AI や新技術の導入による i-Construction の
取組の拡大

⑸　オリンピック・パラリンピック東京大会等に向
けた対応（P.３４）

 Ⅳ．豊かで活力のある地域づくり 
⑴　コンパクト・プラス・ネットワークの推進（P.３５）
　⒜　都市機能の誘導・集約等によるコンパクトシ
ティの推進

　⒝　道路ネットワークによる地域・拠点の連携【再
掲】

　⒞　持続可能な地域公共交通ネットワーク等の実
現

⑵　安心して暮らせる住まいの確保と魅力ある住生
活環境の整備（P.３７）
　⒜　既存住宅流通・リフォーム市場の活性化
　⒝　若年・子育て世帯や高齢者世帯が安心して暮
らせる住まいの確保

　⒞　省エネ住宅・建築物の普及

⑶　魅力・活力のある地域の形成（P.３９）
　⒜　空き家対策の推進、空き地や所有者不明土地
等の有効活用の推進

　⒝　歴史や景観等を活かしたまちづくりの推進
　⒞　バリアフリー・ユニバーサルデザイン化等の
推進

　⒟　離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件
不利地域の振興支援

　⒠　アイヌ文化復興等の促進のための民族共生象
徴空間の整備

⑷　地域と豊かな暮らしを支える社会資本整備の総
合的支援（P.４１）
　⒜　地域と豊かな暮らしを支える社会資本整備の
総合的支援（社会資本整備総合交付金）【再掲】

※詳細は、下記URL参照
　http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_006021.html
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全国の中小河川の緊急点検結果を踏まえ、
「中小河川緊急治水対策プロジェクト」をとりまとめました
〜全国の中小河川で透過型砂防堰堤の整備、河道の掘削、水位計の設置を進めます〜

平成29年12月 1 日 水管理・国土保全局

　全国の中小河川の緊急点検により抽出した箇所において、林野庁とも連携し、「中小河川緊急治
水対策プロジェクト」として、今後概ね 3年間（平成32年度目途）で土砂・流木捕捉効果の高い透
過型砂防堰堤等の整備（約700渓流）、多数の家屋や重要な施設の浸水被害を解消するための河道の
掘削等（約300㎞）、洪水に特化した低コストの水位計の設置（約5,800箇所）を推進します。

＜中小河川緊急治水対策プロジェクト＞
⑴　期　　間
　本年度～平成32年度目途
⑵　対策箇所
　土 砂 ・ 流 木 対 策：約700渓流（約500河川）
　再度の氾濫防止対策：約300㎞（約400河川）
　洪水時の水位監視：約5,800箇所（約5,000河川）
⑶　対策内容
　土 砂 ・ 流 木 対 策：土砂・流木捕捉効果の高い

透過型砂防堰堤等の整備
　再度の氾濫防止対策：多数の家屋や重要な施設の

浸水被害を解消するための
河道掘削・堤防整備等

　洪水時の水位監視：洪水に特化した低コストの
水位計（危機管理型水位計）
の設置

⑷　全体事業費
　約3,700億円
（参考：林野庁・治山事業を含めると約4,300億円）
　各対策の箇所や内容等については、下記をそれぞ
れご参照ください。

記者発表（下記URL）
http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_000933.html

九州北部豪雨等の豪雨災害による中小河川の氾濫など、近年の豪雨災害の特徴を踏まえて実施した、「全国の中
小河川の緊急点検」の結果に基づき、土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備、多数の家屋や重要
な施設の浸水被害を解消するための河道の掘削等、洪水に特化した低コストの水位計（危機管理型水位計）の設
置について、平成３２年度を目途に対策が行われるよう、交付金による支援等を実施。

全国の中小河川の緊急点検結果と対応策（概要） 別紙

土砂・流木による被害
の危険性

↓

透過型砂防堰堤等の整備

再度の氾濫発生
の危険性

↓

河道掘削・堤防整備

洪水時の水位監視
の必要性

↓

危機管理型水位計の設置

約５，８００箇所
（約５，０００河川）

約３００ｋｍ
（約４００河川）

全国の中小河川 約２万河川

都道府県と連携して点検を実施し、優先箇所を抽出

近年、洪水により被災した履歴があり、再度の氾濫
により多数の家屋や重要な施設（要配慮者利用施
設・市役所・役場等）の浸水被害が想定される区間

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェ クト と して全国の中小河川で実施（ 全体事業費約3, 700億円）

五ヶ瀬川水系北川（宮崎県）

人家や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・

役場等）が浸水するおそれがあり、的確な避難判
断が必要な箇所

洪水に特化した低コストな水位計の設置例赤谷川における土砂・流木被害

約７００渓流
（約５００河川）

土砂・流木を伴う洪水により被災があった渓流で、
流木捕捉機能を有する砂防施設等がなく、下流
の氾濫域に多数の家屋や重要な施設（要配慮者
利用施設・市役所・役場等）を抱える渓流

＜抽出の考え方＞ ＜抽出の考え方＞ ＜抽出の考え方＞

桂川における浸水被害
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緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （土砂・流木対策）

約７００渓流 （約５００河川） （事業費 約１，３００億円）

山地部の渓流 河川（上流）

（砂防堰堤未整備の箇所） （砂防堰堤整備済の箇所）

不透過型 透過型

透過型砂防堰堤の新設

改
良

既設砂防堰堤の改良 流木捕捉工の新設

河道に流入した流木を捕捉

対策の内容・効果

対策箇所

九州北部豪雨では、局地的かつ猛烈な降雨により、急流河川などで大量の土砂や流木が発生し、被
害が拡大したことから、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川において、土砂・流木捕捉効
果の高い透過型砂防堰堤等の整備により土砂・流木の流出を防止。

土砂・流木捕捉効果の高い透過構造の
砂防施設により土砂・流木の流出を防止

透過型砂防堰堤による流木捕捉事例

過去に土砂・流木を伴う洪水により被害があった谷底平野を流れる河川及びその上流にある渓流で、流木捕
捉機能を有する砂防施設がなく、下流の氾濫域の多数の家屋や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・役
場等）に浸水被害が想定される河川及び渓流

※上流で治山事業が実施される場合には、林野庁と連携し、上下流一体と
なった対策に取り組む

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （再度の氾濫防止対策）

対策の内容・効果

対策箇所

流下能力を向上させ、多数の家屋や重要な施設の浸水被害を解消

近年、中小河川で越水等により度重なる浸水被害が発生していることから、浸水家屋数が多いなど、
緊急的に再度の氾濫防止対策が必要な区間において、河道の掘削などにより流下能力を向上させ
多数の家屋や重要な施設の浸水被害を解消。

約３００km （約４００河川） （事業費 約２，３００億円）

重要水防区間のうち、近年、洪水により被災した履歴があり、再度の氾濫により多数の家屋や重要な施設（要配
慮者利用施設・市役所・役場等）の浸水被害が想定される区間

氾濫を防止する対策

＜堤防の整備＞＜河道掘削＞

（工事の事例）

（イメージ） （イメージ）

（工事の事例）

（対策箇所イメージ）

浸水する市役所

浸水する多数の家屋や市役所

※

※流下能力の不足等により洪水に対して弱部となっている区間

（注）事業費には直轄区間での対策費を含む
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緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト（県別一覧）【１／２】

対策河川数
（ 都道府県管理）

対策渓流数
※都道府県管理河川に関連する

直轄の渓流を含む

対策河川数
（ 都道府県管理）

対策区間
（ km）

対策河川数
（ 都道府県管理）

設置箇所数

北海道 9 11 21            42. 3          583 587

青森県 9 10 7             5. 0           82 82

岩手県 8 22 7             44. 0          268 338

宮城県 1 2 4             12. 7          66 73

秋田県 9 11 9             14. 7          105 180

山形県 13 18 2             8. 6           40 50

福島県 8 11 2             1. 4           229 342

東京都 3 3 3             1. 9           0 0

神奈川県 4 5 16            3. 8           61 86

埼玉県 2 2 9             1. 1           22 30

千葉県 1 1 19            7. 8           155 155

茨城県 2 2 17            15. 9          173 188

栃木県 7 12 16            7. 5           25 25

群馬県 8 14 2             1. 8           205 264

山梨県 12 20 3             1. 4           159 202

新潟県 29 41 23            8. 5           180 192

長野県 33 52 5             1. 2           124 300

富山県 12 16 5             0. 2           88 88

石川県 10 11 5             1. 7           24 24

福井県 5 7 4             2. 3           35 36

愛知県 9 9 9             4. 2           274 341

岐阜県 17 25 12            0. 5           334 338

静岡県 14 17 6             0. 4           112 112

三重県 8 8 15            1. 7           177 181

都道
府県

土砂・ 流木対策 再度の氾濫防止対策 洪水時の水位監視

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （洪水時の水位監視）

約５,８００箇所 （約５,０００河川） （事業費 約１１０億円）

対策の内容・効果

危機管理型水位計の設置

※従来型の１ ／１ ０ 以下のコスト

（ １ ０ ０ 万円/台以下）

※長期間メ ンテナンスフリ ー

（ 無給電５ 年以上稼働）

0

5,000

10,000

H25 H29 点検結果

約5,200

約11,000

活用イメージ

＜危機管理型水位計の概要＞ ＜水位計の設置数＞

近隣住民や
要配慮者の避難を支援

避難の状況判断や河川計画等の策定のための水位計の設置が進んでおらず、洪水時における河川
水位等の現況把握が困難であることから、水位把握の必要性の高い中小河川において、洪水に特
化した低コストの水位計（危機管理型水位計）を設置し、近隣住民の避難を支援。

対策箇所

水位計の設置箇所

約２倍

河川全体の洪水等の状況を
把握できる代表的な箇所

人家や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・役場等）の浸水の危険性が高く、的確な避難判断のための

水位観測が必要な箇所

重要施設等がある箇所

洪水氾濫の恐れの高い箇所

地方公共団体、
河川管理者、住民 等

HPで公表

（水位情報の配信イメージ）

※都道府県等の管理区間に限る

洪水時の水位観測に特化した
小型で低コスト の水位計

（注）事業費には直轄区間での対策費を含む



（8） 第 824 号 防 災 平 成 30 年  2  月  1  日

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト（県別一覧）【２／２】

※洪水時の水位監視については、緊急的に候補河川数・箇所数を調査したものであり、河川数、設置箇所数は今後の大規模氾濫減災協議会等での市町村との調整や洪水氾濫の発生等で
数値が変更になる可能性がある

※洪水時の水位監視における神奈川県、千葉県、愛知県、静岡県の実施河川数及び設置箇所数には、県内の政令指定都市の実施数を含む

対策河川数
（ 都道府県管理）

対策渓流数
※都道府県管理河川に関連する

直轄の渓流を含む

対策河川数
（ 都道府県管理）

対策区間
（ km）

対策河川数
（ 都道府県管理）

設置箇所数

大阪府 5 5 8             1. 3           71 71

兵庫県 29 40 15            10. 5          0 0

京都府 3 3 9             4. 7           118 118

滋賀県 6 6 10            2. 1           4 4

奈良県 4 4 12            2. 4           66 66

和歌山県 16 29 12            4. 8           10 11

鳥取県 9 29 7             8. 3           48 49

島根県 13 14 4             5. 8           72 73

岡山県 6 8 5             3. 8           64 67

広島県 24 43 15            5. 6           96 96

山口県 20 24 6             3. 5           57 61

徳島県 5 6 7             4. 2           126 160

香川県 11 14 8             5. 7           34 34

愛媛県 13 18 4             1. 2           21 21

高知県 14 20 8             18. 5          109 110

福岡県 18 35 19            20. 0          69 69

佐賀県 7 9 11            5. 7           20 20

長崎県 13 13 19            6. 4           167 167

熊本県 7 12 6             5. 6           83 83

大分県 26 32 8             10. 0          45 47

宮崎県 8 12 13            6. 6           45 67

鹿児島県 30 38 9             3. 7           136 136

沖縄県 1 1 2             0. 9           10 11

全国計 521 745 438 332 4, 992 5, 755

都道
府県

土砂・ 流木対策 再度の氾濫防止対策 洪水時の水位監視

◦災害査定をする方も受ける方も必携
◦災害査定業務に係わる基本的な事項を図面、写真、事例、ポンチ絵等で簡潔に解りやすく整理

新刊（Ｈ29.９発売）

◇災 害 査 定 の 手 引 き◇
平成29年版（Ａ5版  164頁  カラー印刷）

◇出版図書のご案内（全国防災協会）　災害復旧事業推進に必携◇

◦目次（災害復旧事業関係、改良復旧事業関係、補助事業関係、激甚災害法関係、災害対策関係
法令、災害復旧事業の権限代行、水防法関係
※New法令例規集のフォローアップ情報公開始めます（この本出版後改正、追加などされた法令、
通達等は、協会ホームページ内の「平成29年版災害関係法令例規集のドローアップ情報で、公
開します。

新刊のご案内

～災害関係法令例規集 （平成29年版）～
Ａ5版  ビニールクロス上製本  総頁1,200頁

※全国防災協会ホームページ「出版図書案内」（下記URL）
　http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_publication.html
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　国土交通省では、中小河川における水位観測網の充実を図るため、革新的河川管理プロジェクト
（第 1弾）として、民間企業12チームと「洪水時に特化した低コストな水位計」の開発を進めてま
いりました。【資料 １】
　各チームの機器について、今台風期の洪水による試験計測により性能等が確認できたことから、
同プロジェクトによる機器開発を完了します。
　今後、「中小河川緊急治水対策プロジェクト」に基づき、開発した水位計の設置を促進すること
により、中小河川においても洪水時の避難判断の目安となる、リアルタイムでの水位状況の把握が
可能となります。

○洪水時に特化した低コストな水位計の開発におい
ては、最新の科学技術を活用して、機器の小型化
や電源及び通信機器等のコストの低減を実現し、
今台風期より、国が管理する鶴見川水系鳥山川で
試験計測を実施してまいりました。
○今般、開発した機器について、試験計測で得られ
たデータ※を基に水位計測の性能（計測間隔、水
位変化の追従性、データ伝送）を確認し、公募時
の技術仕様への適合状況と合わせてとりまとめま
した。
※試験計測結果等：
　http://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/inovative_project/project1.html

○12チームの開発機器のうち、 6チームの機器につ
いては、本プロジェクトにおける計測性能を確認
しました。残り 6チームの機器は、各チームによ
る試験計測が継続されます。
○国土交通省では、「中小河川緊急治水対策プロジ

ェクト」として、平成32年度を目途に、人家や重
要な施設の浸水の危険性が高く、的確な避難判断
のための水位観測が必要な約5,800箇所を対象に
水位計の設置を推進することとしています。【資
料 2】

記者発表（下記URL）
http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_000059.html

「洪水時に特化した低コストな水位計」の機器開発を完了 !
～水位計の中小河川への普及を促進し、的確な避難行動を支援します～

平成29年12月20日 水管理・国土保全局河川環境課

図− １　洪水時に特化した低コストな水位計のイメージ
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【資料 １】
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【資料 2】
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             外国の災害 発災日                   日本の災害

被害者数 災害区分 災害名及び主な被災地 発災年 発災年 災害名及び主な被災地 災害区分 被害者数

死3959 地震 トルコ、ボルー 、チャルケシＭｓ7.4 1944 1日 1666 寛文、越後高田地震M6.8、新潟県西部 地震火災 死行1.5千

死1.4千≧ 地震 アフガニスタン・パキスタン、地震Ｍ6.8 1991

死256 地震津波  ニュージーランド、ヘークス湾、地震Ms7.8 1931 2日 1927 大雪、北陸、新潟県磯部村全滅等 大雪 死・行197

死200 地震 中国、雲南省、地震M 6.3 1803 1936 雪崩、福井県大野郡 雪崩 死31行3

死20千 地震 アルジェリア、地震 1716 3日 1605 慶長地震M7.9　東海・南海・西海諸道 地震 死2414≧

死242 地震 中国、雲南省、地震 1996 1922 北陸線列車雪崩埋没、新潟県青海 雪崩 死90

死40千 地震 エクアドル、リオバンバ　キート、地震Ｍ８．３ 1797 4日 1969 暴風雪、北陸～北海道 暴風雪 死31

死22870 地震 グアテマラ地震Mｓ 7.5 1976 1969 低気圧、第８照生丸沈没、鹿児島県名瀬市沖 低気圧 死12

死15千 地震 伊国、シチリア、地震M6.6 1169（ユ

死2323 地震 アフガニスタン、北東部、地震  Mw 5.9 1998

死1328 地震 中国、遼寧省、海域地震Ｍ７．３ 1975

死35千 地震 伊国、カラブリア地震M7.4火災 1783 5日 1936 雪崩、群馬県草津温泉 雪崩 死44

死12613 地震 イラン、ダブリーズ、地震M6.8 1641 1963 雪崩、山陰（島根、兵庫） 雪崩 死30

死極多数 地震 イラン、ネイシャブル、地震M7.3 1389 6日 1872 浜田、地震M.7.1、島根県 地震 死550

死3千 地震 伊国、パレルモ、地震 1726 1956 漁船転覆、択捉島沖 猛吹雪 死14

死2199 地震 中国、四川省、炉霍地震  M7.6Ms 7.2 1973

死1504 地震津波 伊国、パルミ、地震M6.1、津波 1783

死多数 地震 ペルー、フエブロ、地震Ｍ8.8 1716

死多数 地震 コロンビア、カタルへナ地震 1851 7日 1969 悪天候、漁船・米軍捜索機遭難、八戸沖 悪天候 死行111

死７４≧ 吹雪 米国、東部海岸、吹雪 1967 1998 強風（低気圧）、四国～東北 強風 死行6

死5千 地震 小アンティル諸島地震M7.8 1843 8日 1793 寛政西津軽、地震M6.9～7.1 地震 死12

死２千≧ 地震 チリ、コンセプシオン　M8.3　Ｉ＝11 1570（ユ 2000 大雪・強風、九州～関東 大雪強風 死行6

行4千 雪崩 イラン、アルダカン、雪崩 1972 9日 1964 暴風雪、青森県、岩手県 猛吹雪 死6

死166 豪雪 米国北部、豪雪 1969

死165行千 豪雨土砂 比国、東部、南部、豪雨、地滑り 2006 10日 1956 雪崩、富山県宇奈月町、関西電力宿舎倒壊 雪崩 死21

死135行500 大雨 パキスタン大雨、シャディコルダム崩壊 2005 1959 猛吹雪、道岩内町沖、磯舟５７隻遭難 吹雪 行12

11日 1994 強風・大雪（低気圧）、中国～東北 強風大雪 死12

1990 大雨・強風、近畿、関東 大雨強風 死5

死2342 地震津波 インドネシア・アンボイナ（モルッカ島） 1674 12日 1963 三八豪雪、新潟～九州 豪雪 死228

死556 地震 イラン、トルード、地震 1953 1954 突風、貨物船沈没、静岡県磐田沖 突風 行16

死極多数 地震 シリア、アレッポ、ダマスカス、地震、532H元旦 1157（ユ 13日 1928 豪雪、新潟県 豪雪 死62

死274 地震 エルサルバドル、地震 2001 1937 猛吹雪、貨物船沈没、青森県鮫港沖 猛吹雪 死36

死多数 地震 ペルー・トルヒーヨ、地震 1658 14日 1968 豪雪、関東以西 豪雪 死19行１

死多数 地震 インドネシア・テルナテ、地震 1846 1963 猛吹雪、貨物船転覆、サハリン沖 猛吹雪 死15

死300≧ 洪水 モザンビーク　サイサイカザ、洪水氾濫 1977 15日 1985 土砂崩れ・地すべり、新潟県青梅町 土砂 死10

死208 地震 インドネシア、地震M7.0Mw 6.9 1994

死極多数 地震 インドネシア、スマトラ島M8.4 1861 16日 1922 暴風雨、熱帯性低気圧、関東、東北 暴風雨 死102行45

死3千 地震 イラン、ＱａｙｉｎＭ6.7 1549（ユ 1961 雪崩、長野県栄村 雪崩 死11

死2千 地震 ギリシャ、イラクリオン（マルタ島）M７．８ 1810

死・行1496 台風土砂 比国、レイテ島、台風、山崩れ 2006 17日 1793 地震M8.2、津波、宮城、岩手、福島 地震 死44≧

死者224 豪雨土砂 ブラジル　リオデジャネイロ、豪雨、地滑り 1967

死154行千≧ 土砂 比国、ミンダナオ島、地滑り 18日

死38行100≧ 豪雨土砂 ペルー、アブリマク県アバンカイ、豪雨、地滑り 1997

死多数 地震 エクアドル、地震Ｍ7.5 1945 19日 1955 暴風雨（低気圧）、全国特に鹿児島県 暴風雨 死行123

死500 地震 パキスタン、ジャララバード、ペシャワル 1842

死多数 地震津波 チリ、コンセプシオン、地震、津波 1835 20日 1993 強風（低気圧）、長崎、兵庫、大阪 強風 死2不22

死37行135 吹雪 レバノン、ベイルート、猛吹雪 1983 1963 雪崩、青森県黒石市 雪崩 死9

死97 竜巻 米国、ルイジアナ州ミシシッピー州、竜巻　旋風 1971 21日 1966 強風、貨物船遭難、千島中部海域 強風 行20

死2千 地震 イラン・クチャン、地震Ｍ5.8 1852 22日 1099 地震・津波、南海道、畿内 地震津波 死行数千

死１千 地震 エクアドル、中部地域、地震M 7.0 1757

死１５千 地震 トルコ、イズミル、　地震 1653 23日

死640 地震 フランス・メントン（モナコ付近）、地震Ｍ5.6 1887

死多数 地震 エクアドル・ゴンザナマ、地震Ｍ6.1 1913 24日

死564 地震 モロッコ、アルホシーマ、地震 2004

死129 豪雨 ブラジル、リオデジャネイロ、サンパウロ、豪雨 1971 25日

死数千 地震 中国、雲南省、尋甸、地震M6.8 1713 26日

死1.5千 地震 シリア、ラタキア、地震 1796

死521≧ 地震津波 チリ、マウレ、地震M8.5 Mw8.8日本へ津波 2010 27日 1972 悪天候、貨物船行方不明、長崎県福江市沖 悪天候 行10

死行284 暴風雨 中国、広東省、暴風雨、フェリー転覆 1980

死1.9千 地震 トルコ、ブルサ、地震M7.3 1855 28日

死千 地震 イラン、北西部、地震M5.2 Mw 6.1 1997

死13.1千 地震津波 モロッコ、アガディール、地震M5.7 1960 29日

自然災害カレンダー（ 2月） 文責　加藤　昭発災年：西暦、（ユ：ユリウス暦
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平成30年　発生主要異常気象別被害報告 平成30年 1 月15日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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